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TCFDへの賛同表明および情報開示に関するお知らせ 

 

当社は、2023年６月27日開催の取締役会において、「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD：

Task Force on Climate –related Financial Disclosures ）(*1)による提言への賛同及び提言に基づく

情報開示について、決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 当社は、最先端の技術による電子・電気機器、電子部品を取扱うエレクトロニクス技術商社として、ま

た環境に配慮した工業薬品を製造するケミカルメーカーとして時代のニーズに対応する商品やサービス

の安定供給に努めてまいりました。このような企業活動を通じて、気候変動を始めとするサステナビリテ

ィ課題の解決は取り組みを強化すべき重要課題であると認識しております。今後も引き続き、気候変動関

連情報の開示の充実に取り組み、持続可能な社会の実現に貢献できるよう取り組んでまいります。 

(*1) G20からの要請を受け、金融安定理事会（FSB）が2015年に設立。気候変動によるリスク及び機会が経営に与える財務的影響を評

価し、「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」について開示することを推奨しています。（TCFD ウェブサイト：

https://www.fsb-tcfd.org/） 

記 
１．ガバナンス 

 気候変動課題に関するリスク/機会の分析・特定、施策及び指標・目標の策定、進捗管理のため、「リス

クマネジメント委員会」(*2)の下部組織として「気候変動分科会」を設置いたします。 

気候変動分科会は、具体的取り組みの推進主体となる「各部門・グループ会社等」の計画・推進状況を

把握・管理し、リスクマネジメント委員会（年４回開催、委員長：リスク担当取締役）へ報告いたします。 

「取締役会」はリスクマネジメント委員会からの報告内容に基づき、取り組み全般のモニタリング、指

示・監督を行います。 

(*2) 当社グループのリスク管理の総括機能を担う委員会組織 

■TCFD推進体制図 

 



 

２．戦略 

日本国内の主要事業を対象に、気候変動課題に伴うリスク/機会がもたらすインパクトを把握するため、

短期・中期・長期（2025年・2030年・2050年）の時間軸でシナリオ分析を実施いたしました。 

シナリオ分析では平均気温が 1.5℃、もしくは 4℃上昇する将来像を中心に、低炭素経済への「移行」

(*3)や気候変動がもたらす「物理的」変化(*4)に関する社会経済シナリオを参照し、当社にとってのリス

ク/機会と、取り得る対策案を検討いたしました。 

検討過程では、分析対象である各事業部門へのヒアリングを通じて、約 60 の社会経済シナリオに伴う

リスク/機会について「小・中・大」の３段階で定性的に評価いたしました。 

評価結果をふまえ、「移行」関連は1.5℃シナリオ、「物理的」関連は4℃シナリオを前提に、中期（2030

年）から長期（2050年）にかけて当社の経営・事業にもたらす影響が「中」以上の主な項目を、以下のと

おり開示いたします。 

(*3)  低炭素化経済の実現にむけた政策や法規制、市場、企業への要請等の変化 

(*4)  気候の変化に伴う「急性」（渇水・干ばつ、風水害の増加等）、および「慢性」（平均気温の上昇、海

面上昇等）の事象の発生 

 

【主な参照シナリオ】 

 

社会経済シナリオ リスク/機会 対策案 

移
行 

政
策
・
法
的 

炭素税の適用 【リスク】 

・自社活動への炭素税適用 

・SCOPE1～3の定量化・

削減 

・取引先気候変動対応

のモニタリング 

・関連規制・技術のモニ

タリング 

【リスク】 

・取引先のコスト増加（自社の購買・調達・配送

コストへの転嫁） 

・輸出入に係る規制・炭素税適用への対応 

施設・設備のGHG

排出量削減 

【機会】 

・ZEB化に貢献する製品・サービスの需要拡大 

・自然冷媒・グリーン冷媒機器への入替に伴う関

連製品・機器の需要拡大 

・SCOPE1～3の定量化・

削減 

・関連規制・技術のモニ

タリング 

低炭素化・省電

力化・省スペー

ス化の要請 

【機会】 

・企業・家庭向け製品・機器の需要が拡大 

・製造プロセスの低炭素化・効率化に貢献する製

品・機器の需要が拡大 

・関連技術・製品のモニ

タリング 

技
術 

EV・FCVの普及 【機会】 

・関連製品・機器・製造装置の需要が拡大 

・関連技術・製品のモニ

タリング 

市
場 

石油精製業関連

の既存取引減少 

【リスク】 

・関連製品の需要減少 

【機会】 

・バイオ燃料、廃プラスチック再利用技術関連製

品の需要拡大 

・関連技術・製品のモニ

タリング 

移行 1.5℃シナリオ：IEA「Net Zero Emissions by 2050 Scenario（NZE）」 

※1.5℃シナリオに該当するシナリオが無い場合、2℃未満シナリオ（IEA「Sustainable 

Development Scenario(SDS)」等の近似のシナリオで補完 

物理的 4℃シナリオ：IPCC「RCP8.5」 



 

評
判 

気候変動対応 【リスク】 

・低炭素化取り組みの要請への対応が不十分な

場合、取引の縮小・停止 

・開示情報の不足による企業価値低下、若手層等

の人材確保困難 

【機会】 

・適切な情報開示を通じた企業価値向上 

・中長期的に安定した人材確保 

・具体的取り組みの推

進・進捗管理 

・適時・適切な開示 

物
理
的 

急
性 

渇水・干ばつの

発生 

【リスク】 

・購買・調達先での水使用量制約による原材料・

製品の高騰・調達困難 

・サプライチェーン全

体の水リスクの把握 

風水害の増加・

甚大化 

【リスク】 

・自社の事業拠点・太陽光発電施設、購買・調達

先・ロジスティクス拠点の被災 

【機会】 

・製品・機器の交換・修理等を通じた顧客の事業

継続への貢献 

・サプライチェーン全

体の風水害リスクの把

握 

 

３．リスク管理 

 気候変動分科会は、気候変動に伴うリスク/機会を分析・特定し、リスクマネジメント委員会へ結果を

報告します。 

リスクマネジメント委員会は報告内容に基づき、対応の優先順位を評価した上でリスク管理計画(*5)に

組み込み、取締役会へ管理状況を報告・提言します。 

(*5)経営が管理すべき重要リスクについて、リスク事象への対応・モニタリングのための対応計画 

 

４．指標と目標 

当社では、環境問題への取り組みとして気候変動を最重要課題と認識しており、温室効果ガス（CO2）

排出量に対してパリ協定の1.5℃目標に準じた数値目標を今後設定し、低減に取り組んでまいります。 

なお、現時点で把握しているGHG排出量の実績は、下記の通りです。 

 

（ご参考）GHG排出量の実績 

項目 2021年度 2022年度（暫定） 

Scope1 580.65 t-CO2  555.6 t-CO2 

Scope2 612.68 t-CO2  554.5 t-CO2 

Scope3 ― ― 

 ＊当社単体数値 

以  上 


